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) ※収支報告書は、提出されたものがそのままインターネット上において公表されます.
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※該 当す る区分 に 「/」 を付す こと。

選籔 奨員宏
政 治 団 体 の 区 分

1

収 支 報 告 書(平 成 之9/年 分)

口 政党の支部 口 政 党
ノ

回 鶴潔鋸治団体 口 政治資金団体

□ 齪 麟 治 臼 翻 灘 麟 ・体

「29
15、3ヂ

L

腿 管第 ゜

1政 治 団 体 の 名 称税理士によるおくの総一郎後援会

尋

(塑 な)(ぜ い¶ し1畜)い ∫55こ)瀦 、1)

活 動 区 域 の 区 分

千葉県四街道一丁目3番14号MOビル３階2主 たる事務所の所在地 陶 ヒ'γ3酵'

3代 表 者 の 氏 名佐藤仁'

4会 計 責 任 者 の 氏 名

r

問合せ先

口2以 上の都道府県の区域等

回 同一の都道府県の区域内

ノ

竹内靖二

資 金 管 理 団 体 の 指 定 の 有 無
、

竹内靖二(担当者)

国 会 議 員 関 係 政 治 団 体 の 区 分 口'無

口 有

・公職 の種類

〔該当する方にO→)

囮1年 を通じて適用

平成 年 月

(政治資金規正法第19条 の7第1項)

口 第1号 に係 る国会議員関係政治団体奥野総一郎 (以下 指定 「有」 の場合のみ記載)

・公職の種類

(電話)043-484-1859

(該当する方にO→ 〕(現 職 ・ 候補者)

・資金管理団体の届

出をした者の氏名

衆議院議院

㌦ ノ ((魍 ・ 候補者)
・国会議員関係政治団体に関する特例の適用期間

ゴ

〔]対象年の途中での適用の異動あり

(「異動あり」の場合のみ以下を記入)

日 から 平成 年 月 日まで

r、

【留意事項1

国会議員関係政治団体については,1万 円

を超える支出を記載 し,コ ピー機により複写

した領収書の写 しを添付すること。

なお,す べての領収書を保管すること。Lノ

・資金管理団体の指定の期間

口1年 を通じて適用

口 対象年の途中での適用の異動あり

(「異動あり」の場合のみ以下を記入)

平成 年 月 日 か ら平成 年 月 日 まで一

置 「

(3)

i
'

」

注意

(1)こ の表紙に記載する内容は、問合せ先の欄を除き、政治団体に関して届出た

内容と一致すること。
.〔2)記 載した内容を訂正する場合は、会計費任者の押印が必要です.

提出にあたっては、記載されたページのみ提出してください。

(下欄は選挙管理委員会が記載。政治団体は何も記載しないこと}

団体 コー 督 年分 届出年月日 翌年への繰越金
/

△

◎/0
379z50 λ 曾 ユ9 0 53 , 1ど3フ.65チ 〆



内 、

(その2)

1.収 支の総括 表

一
、 〆^、

1,

㌔/_'、
一_

収 支 の 状 況
注意:収 支がない団体にあっても、本表 と表(そ の17)及 び表(そ の20)宣 誓童は提出しなければならない.

全団体必要

(1)収 入 総 額(①+②)・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ … 0 1 0 ぐ
†偲{莇1

仰 干}瀦
ノ

〆

/

ノ

ノ

①(前 年 か ら の 繰 越 額)・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ … 0 2 0
llI

{レ%1が ゴ

②(本 年 の 収 入 額=囚+回+回+回+回+回+回)一 ・ ・ ・・ … 0 3 0 }一/タ}。 〃

(2)支 出 総 額(表(そ の13-1)の 合 計 額)・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ … 0 4 0 }{之/1疹 え

(3)翌 年 へ の 繰 越 額((D-(2))・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ … 0 5 0 1レ ぜク1ム伊

2.収 入囎 別金額 の内訳 ※収支 がな い場合 で あって も、 ・1・ 一 ・5・ の欄 に1よすべ て記入す る こと.」

(1)個 人の負担する党費又は会費

金 額 囚'一 一 ・'''''"　 　 '"　 ''" 0 6 0 判 門 訓 〃〃'
員 数 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ … 0 7 0 1}1グ

(2)寄 附

ア 寄 附(イ を 除 く 。)の 区 分 行 番 金 額 備 考

(ア)個 人 か ら の 寄 附 0 8 0
十偲 自列 干1円

1 1内 訳臓(そ のH)へ 繊 すること・

〔 う ち 特 定 寄 附 〕 0 9 0 ,1
■
■

(イ)法 人 そ の 他 の 団 体 か ら の 寄 附 1 0 0 }11 '内 訳 を表(そ の7-2)へ 記載す ること
。

(ウ)政 治 団 体 か ら の 寄 附
`一 一 幽 一 一 一 一 一 ■幽■一 一■一 願■置一 一 一 一 一 一 一-一 舳■燭■■噂一■一 一 一 一 一 一 一 一

小 計(ア)十(イ)十(ウ)

1

1

1

2

一δ
o
-一 一一_⊥ 一⊥_ ∂

}o・

'内 訳 を表(そ の7-3)へ 記 載す ること
。

質 罷騎 砺示評遷轟協:τ

〔寄 附 の うち 寄 附 の あ っ せ ん に よ る もの 〕 1 3 0 1!1
■

幽 内訳を表(そ の8)へ 記載すること。

イ 政 党 匿 名 寄 附 1 4 0 {11
■
内訳を表(そ の9)へ 記載す ること。

合 計 回(ア+イ) 1 5 0 il{∂ 樽

※ 「特定寄附」 とは、候補者等が、政党か ら受 けた政治活動用資金 を自己の資金管理団体に寄附 したものをい う。
一 .※ 「政党匿名寄附」 とは、政党が街頭や講演会等で受 けた一件千円以下の寄附をい う。

-
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全団体必要
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/弓'戸 、

(その6)

(6)そ の他 の収入

摘 要 金 額
収 入
年 月 日 備 考

,

門 莇{千

円

{ll
{{1
}{;
{{}

1{}
}}ii};

1}1
iil
Ill

1

1 {
tl{
{{}
}{li;

1

8 0 0 こ の 頁 の 小 計 i}1
→※10万 円未満のその他の収入については、
合算してこの欄に記載すること。

フ

8 1 0 1件10万 円 未 満 の も の 1{1β
9 0 0 合 計[司 lli/3
注意 預金利子や貸付返戻金な どにっいて記載す るもので、 「摘要」欄 にはその区分 を記載すること。
ただ し、1件10万 円未満の収入 については、 「1件10万 円未満 のもの」欄 に合算 して記載すること。

辱

置
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(その13-D

3.支 出 項 目別金 額 の 内訳

(1)支 出の総括表

一

項 目 金 額 備 考

1経 常 経 費 +帽 胡 絹 ・

■■■r●

(1)人 件 費 0 1 0
ミ
ll{

(2)光 熱 水 費 0 2 0 lll
重

(3)備 品 ・ 消 耗 品 費 0 3 0 ・ ・;

(4)事 務 所 費
■唱印曜噂一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一-■ 日一 ■■噌一 ■圏■印■巳一■一

小 計((1)～(4))

0

8

4

0 石一
一一 〇一一一一L-一 一L-一 並 紐 一.

ll融 〃〃

'

'一 ラ ー 一 一 旧 一 一 一 一 一 ■ ■ 一 一 一 一 一 一 ■ 一 ■ 一'一 一 幽

2政 治 活 動 費 +副 萌 副 円

(1)組 織 活 動 費 0 5 0
§

;{/61諏 弐
イ

(2)選 挙 関 係 費 0 6 0 {ll 」

(3)機 関紙誌 の発行 その他 の事業費 ※ 0 7 0
1!I
itI 尋

禽

醒
騨■ ρ 騨 ■ 胴

(4)

ア 機関紙誌の発行事業費 0 8 0 }{1 一

一

一

一

■ ※(080)行 か ら(110)行 の合 計 を 、

(070)行 に記載 す る こ と

イ 宣伝事業費 0 9 0
闘}}1

ウ 政治資金パーティー開催事業費 1 0 0 }}1
エ その他の事業費 1 1 0 ll{
調 査 研 究 費 1 2 0

■

11{
(5)寄 附 ・ 交 付 金 1 3 0 1;i

・Ll

(6)そ の 他 の 経 費
画■■■一 ■■唇一 一 一 ■一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 印■■騨一 一 一 一 嘔■■署一 一

小 計((1)～(6))

1

8

4

0

0

1 一

ll}一… 旧一「 一す 一刀 密 芝粥 霧 熟 局繍 蕪 口… 一一… 蒲

合 計 9 0 0 《 }{2/19"之 ←(800)行 と(801)行 の合 計 を記 載 す る こ と

Ψ
"

注意 支出が存在する場合は、下表に従い必要書類を添付すること(詳細は表(その14)、(そ の15-1)及 び(その15-2)の 注意書きを参照。

団体区分 個別に記載する金額 経常経費内訳書(その14} 政治活動費内訳書{その1鋤 政治活動費内訳書{その15-2)

本部又 は支部 に対 して供与 し

た交付金 に係 る支出がある場
合は、(そ の16)を 添付す る
こと。

国会議員関係政治団体 正件1万 円を超える支出 必要

必要
政治資金パーティーを

開催した場合に必要
上記以外の政治団体

倣党贋鰭 醐 体・後援会等)
1件5万円以_}灘 彊

※資金管理団体は必要一

■'

ウψ●響
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ド'A七

(そ の14-3)

!へ
1

資金管理団体 ・国会議員関係政治団体用

(2)経 常経費(人 件費 を除 く。)の 内訳 項目別区分 事務所費

支 出 の 目 的
崇具体酌に記入すること. 金 額 年 月 日

支 出 を受 けた者 の氏名
(団体にあっては、その名称)

支 出 を 受 け た 者 の 住 所
(団体にあっては、主たる事務所の所在地) 備 考

十偉 百万} 干1円

}}1
ヨIl■

11i

11
{ {
};}
1i1
{

{
{
{

i

1

こ の 頁 の 小 計
垂

{
〉 ※1件 当た りの金額が、国会議員 関係政治団体:1万 円以下、それ以外の政治団体

:5万 円未満の支出は、一括 してその合計額 を 「そ の他の支出」

ノ 欄 に記載す ること(領 収書の写 しも不要)。
なお、国会議員 関係政治団体はすべての領収書を保管すること。

それぞれ別葉として作成すること。

そ の 他 の 支 出 I
I 融 〃

合 計 {轟 〃・
注意(D経 常経費(人 件費を除く。〕の支出があれば、必ず本表の提出が必要である。

② 項目別区分は、 「光熱水費」、 「備品 ・消耗品費」、 「事務所費」 とし、

③ ①国会議員関係政治団体:1件 当たりの金額がユ五巴超の支出にっいて記載し.コ ピー機により複写した領収書の写しを添付すること。

②それ以外の政治団体:1件 当たりの金額が5万 円以上の支出について記栽し、コピー機により複写した領収書の写しを添付すること。

(4)領収書を徴 し難かったものについては、 「領収書等を徴し難かった支出の明細書」を提出すること。

⑤ 金融機関等への振込による支出は、 「振込明細書に係る支出目的書」に振込明細書の写しを添付して提出すること,
,

`ρ

〒

一 ・
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1

_

(その15-1)↓ 該 当する項 目に必ずOを すること ↓該当する分類を必ず記入すること

(2)政 治活動費の内訳 項 目別区分
げ 霜翻 異に゚ )5.そ の他の事籟
2,選 挙関係費6.調 査研究費
3.機 関紙誌の発行事業費7.寄 附 ・交付金

4.宣 伝事業費8.そ の他 の経費

項目別区分
小分類

(そσ)13-2)注 意事項 のうち、項 目

別区分(小 分類)例 を参考に記入

(会 誘 賓)
支 出 の 目 的

楽具1タ曲に記入する二と.
金 額 年 月 日

支 出 を受 けた者 の氏名
(団体にあっては、その名称)

支 出 を 受 け た 者 の 住 所
(団体にあっては、主たる事務所の所在地) 備 考

げ

薇 拷会の衆頂合彦議雪
判 莇
i

午1円
:ノ

ノ6汐02

4

2鈎/靖 掬

'

碑)算ゑ与吾街 佛 峯諄形 権 傘節穿短 空∠づ よ一ノ6・
}}1

}1】

}1 ヨ

」

li}
}

1

}
酢

i }
計

}

き

i
き

{
}
垂

{
}
≡

}
■

i
i

li}
こ の 頁 の 小 計 ; し6勧2 ピ

→ ※1件 当た りの金額が、国会議員関係政治団体:1万 円以下、それ以外の政治団体(政 党 ・資金管理

団体 ・後援会等):5万 円未満の支出は、一括 してその合計額を 「その他の支出」欄に記載すること〆

(領収書の写しも不要)。 なおご国会議員関係政治団体はすべての領収書を保管すること。

そ の 他 の 支 出 };}
1{}

合 計 {
蓬

〃 夕〃Z

注憩(D政 治活動費の支出があれば、必ず本表の提出が必要である。ただし、政治資金パーティー開催事業費については、表(その15-2)へ記載すること、

② ①国会議員関係政治団体:1件 当たりの金額がユ五巴超の支出について記載し、コピー機により複写した領収書の写しを添付すること.

②それ以外の政治団体(政 党 ・資金管理団体 ・後援会等):1件 当たりの金額が5万 円以上の支出について記載し、コピー機により複写した領収書の写しを添付すること。

③ 領収書を徴し難かったものについては、 噸 収書等を徴し難かった支出の明細書」を提出すること。

(4)金 融機関等への振込による支出は、 「振込明細書に係る支出目的書」に振込明細書の写しを添付して提出すること。
9(5)項 目別区分は、総括表の項目を、適宜、小分類し、それぞれ別葉として作成すること。

ち
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r'・ ・へ

(その17)資 産 等 の 状 況

1資 産等の総括表

全団体必要

資 産 等 の 有 無

資 産 等 の 項 目 別 区 分
1416

有 楽注⑧参照
88

鉦/
'亀、、 備 考

ア 土 地 0 1 0 口 巴

イ 建 物 0 2 0 [コ 臼

ウ 建物の所有を目的 とする地上権又は土地の賃借権 0 3 0 口 図

工 取 得 の 価 額 が100万 円 を 超 え る 動 産 0 4 0 口 図

オ 要製 題 預(㌔及詳 覧撃 獣 く.・1 0 5 0 口 回

力 金 銭 信 託 0 6 0 口 国

キ 有 価 証 券 0 7 0 口 回

ク 出 資 に よ る 権 利 0 8 0 口 回

ケ 貸 付 先 ご との残 高 が100万 円 を超 え る貸 付 金 0 9 0 口 囮

コ 支 払 わ れ た 金 額 が100万 円 を 超 え る 敷 金 1 0 0 口 図

サ 取得 の価額 が100万 円を超 える施設の利 用 に関す る権利 1 1 0 口 図

シ 借 入 先 ご との残 高 が100万 円 を 超 え る 借 入 金 1 2 0 口 図

注意(1)す べ ての団体が提出す るものであること。
② 団体 としての資産等 について記載するものであ り、全ての項 目について有 ・無のいずれかに 「!」 を付す こと。

(3)「有」欄 に!を 付けた資産等については、そ の内訳を表(そ の18)に 記載すること。

,'

全団体必要



●

(その20)

一'

/

1

宣 誓 書

、'

全団体必要

添 付

も

書 類(別 添の とお り)

厨領収書等の写 し

.[酵政治資金監査報告書(国 会議 員関係政治団体に限る。)

※添付 した書類の 「□」に 「!」 を付すこと。

真実に相違あ りません。

平 成29年5月3/日

政治団体の名称 衡 襲 ノご}る祁 礁 一綱 厳 斜

この報告書は、政治資金規正法に従って作成 したものであって、

会計 責任者 の氏名 盾 内 鮪 を⑳ ㊥

(以下は解散届提出時のみ記入)
(代 表 者 の 氏 名 ㊥)

※解散の場合は、解散届 も必要 とな ります。

イ甘

響,■

全団体必要



政治資金監査報告書

平成29年5月25日

へ

」

税理士によるおくの総一郎後援会
'
ゴ 会表佐藤 鰍

鰍 治資鑑査胱 紺 麟 )
登 録 番 号 第393号

臼 研 修 修 了 年 月 日 平成20年12月18日

ρ
昌

1監 査の概要

(1)私 は、政治資金規 正法(以 下 「法」 とい う。)第19条 の13第1項 の規定 に基づ き、
ご

税理士によるおくの総一郎後援会の平成28年 に係る法第12条 第1項 に規定する収

支報告書のすべての期間を対象として、当該収支報告書並びに当該収支報告書に係る

会計帳簿、明細書、領収書等、領収書等を徴し難かった支出の明細書、振込明細書及

び振込明細書に係る支出目的書(支 出の目的が記載された振込明細書の写 しを含む。

以下同じ。)に ついて 、支 出に関す る政治資金監査を行った。

(2)こ の政治資金 監査 は、法 第19条 の13第2項 に定 める ところに よ り政 治資金適正

化委員会が定める 「政治資金監査に関する具体的な指針」(以下 「政治資金監査マニュ

アル 」 とい う。)に 基 づ き行 った 。

(3)私 の責任は、外部性を有する第三者 として、国会議員関係政治団体の会計責任者の

〆 ・ 作成又は徴取した収支報告書並びに当該収支報告書に係 る会計帳簿、明細書、領収書
「㌧

等、領収書等を徴し難かった支出の明細書、振込明細書及び振込明細書に係る支出目

、 的書について、政治資金監査マニュアルに基づき政治資金監査を行った結果を報告す

ることにある。'!

(4)こ の政治資金 監査 は、税理 士 に よるお くの総一一郎後援会の主たる事務所 において行

っ た 。

2監 査の結果

私が実施 した政治資金監査の結果は、以下の とお りである。

(1)法 第19条 の13第2項 第1号 に規定す る事項 につ いて、会計帳簿、領収書等が保

存 されていた。

なお、明細書、領収書等を徴し難かった支出の明細書、振込明細書及び振込明細書に

係 る支出目的書を必要とする支出はなく、明細書、領収書等を徴し難かった支出の明細
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書、振込明細書及び振込明細書に係る支出目的書は存在 しなかった。

(2)法 第19条 の13第2項 第2号 に規定す る事 項 につ いて、会計帳簿には、当該国会

議員関係政治団体に係るその年における支出の状況が記載され、かつ、当該国会議員

関係政治団体の会計責任者が当該会計帳簿を備えていた。

(3)法 第19条 の13第2項 第3号 に規定す る事項 にっ いて、法第12条 第1項 に規 定

する収支報告書は、会計帳簿、領収書等に基づいて支出の状況が表示されていた。

あ (4)法 第19条 の13第2項 第4号 に規定す る事項 につ いて、領 収書等を徴 し難かった

係5)支 出の明細書及び振込明細書に係る支出目的書は、存在 しなかった。

3業 務制限
'

税理士によるお くの総一郎後援会 と私 との間には、法第19条 の13第5項 の規 定 に

再 違反する事実はない。

1へ
'

以 上

気 ノ

ロ

簑
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